
第11次東御市交通安全計画（概要版）

生活環境課生活安全係

１ 計画の概要

(1) 目的

市と関係行政機関等が一体となって市内の交通安全対策を総合的かつ計画的に推進するた

め、長期的な施策の大綱を定めるものです。

(2) 本計画の位置づけ

国の第 11次交通安全基本計画が令和３年３月に策定されたことに伴い、長野県が第 11次長

野県交通安全計画を令和３年６月に策定しました。これらの計画に基づき、市において第 11

次東御市交通安全計画を策定します。

(3) 計画の期間

令和３年度から令和８年度までの６年間

【期間を６年間にする理由】

第 11 次東御市交通安全計画を、例年よりも１年多い令和３年度から令和８年度の６年間と

し、最後の１年間は第 12次長野県交通安全計画（令和８年度から５年間）に基づき、第 12次

東御市交通安全計画を策定するための期間とします。

第 12次東御市交通安全計画は令和９年度から令和 13年度までの５年間とし、これ以降も５

年の期間とします。

２ 今回の計画における重視すべき主な視点

(1) 高齢化に伴い、更に増加する高齢運転者が交通事故を起こさないための対策の強化や運転免

許証を自主返納した方への支援施策の充実等を図ります。

(2) 子どもに関係する交通事故を減らしていくために、未就学児や子どもが日常的に移動する生

活道路における安全確保や交通安全教育の充実等を図ります。

また、東御市通学路交通安全プログラムに基づく定期的な合同点検の実施等の結果を踏まえ、

必要な対策を推進し、通学路の安全確保に努めます。

(3) 地域社会のニーズ等を踏まえつつ、行政、関係団体、住民等の共同により地域が一体となっ

た交通安全対策を推進し、市民全体の交通安全意識の醸成に努めます。

３ 計画策定の概要スケジュール

年月 内容

令和３年 ９月22日 まちづくり審議会へ諮問

11月 25日 まちづくり審議会で意見聴取

令和３年 12月 14 日～令和４年１月 13日 パブリックコメント実施

３月 17日 まちづくり審議会から答申

３月 計画公表
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◇第11次東御市交通安全計画の期間を６年間とすることについて

　　 第11次東御市交通安全計画を、例年よりも１年多い令和３年度から令和８年度の６年間とし、最後の

　 策定するための期間とします。

　 　第12次東御市交通安全計画は令和９年度から令和13年度までの５年間とし、これ以降も５年の期間

　 とします。

計画の期間

　　　交通安全計画は、交通安全対策基本法（昭和45年法律第110号）第26条第1項の規定により、国・県の

　　交通安全計画に基づき、策定するものです。

　　　東御市では、市と関係行政機関等が一体となって市内の交通安全対策を総合的かつ計画的に推進する

　　ため、長期的な施策の大綱とし、「東御市交通安全計画」を定めています。

　　　また、市交通安全条例に基づき、関係行政機関等と連携して市内の交通安全対策を推進し、究極的

　　には交通事故のない交通安全社会を目指します。

第9次交通安全計画

第10次交通安全計画

第11次交通安全計画

　 １年間は第12次長野県交通安全計画（令和８年度から５年間）に基づき、第12次東御市交通安全計画を

令和３年度（2021年度）から令和８年度（2026年度）までの６年間



【交通安全対策】

第 11 次 東 御 市 交 通 安 全 計 画 施 策 体 系

【道路交通の安全】

 １　道路交通環境の整備

 ２　交通安全思想の普及徹底

 ３　安全運転の確保

 ４　車両の安全性の確保

 ５　道路交通秩序の維持

 ６　救助・救急活動の充実

 ７　被害者支援の充実と推進

 ８　踏切道における交通の安全
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〔目標〕
　人命尊重の理念に基づき、究極的には交通
事故のない社会を目指し、令和８年までの各
年度において
「交通事故死者数０人、負傷者９０人以下」
とすることを目指す

〔重視すべき対策〕
　①　高齢者及び子どもの安全確保
　②　歩行者及び自転車の安全確保と遵法
　　　意識の向上
　③　生活道路における安全確保
　④　先端技術の活用促進
　⑤　交通実態等を踏まえたきめ細かな
　　　対策の推進
　⑥　地域が一体となった交通安全対策の
　　　推進


